
【事業計画書の作成にあたって】


１　事業計画書について
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令１９号）並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）の規定により、国及び都道府県以外の者が障害福祉サービス事業や障害児通所支援事業を行う場合は、あらかじめ収支予算書及び事業計画書を都道府県知事に提出しなければならないこととなっています。
　和歌山県では、事業計画書や申請書類等を通じて、事業者が関係法令等で定められている基準等を満たしているかどうかや、適切に事業を運営していく上で関係法令等の理解や準備が十分に整っているかどうか等を確認しています。
　事業計画書の作成や、事前面談における説明については、事業所の一元的な管理を担うこととなる管理者の方が必ず行ってください（他の職員と協力して作成していただくことは差し支えありません）。

２　事業計画書の作成にあたって
（１）事業計画書の様式に沿って、具体的に内容を記載してください。
（２）様式のうち、黄色部分は必ず記載していただく必要がある事項、青色部分は該当がある場合のみ記載を求める事項です。
（３）作成・提出いただく必要のある書類は、以下のとおりです。
ア　事業計画書
イ　各種添付書類
ａ　平面図（物件が決まっている場合）
ｂ　関係機関との相談状況に係る議事録
ｃ　勤務形態一覧表
ｄ　生産活動シート（就労継続支援事業を実施する場合）
ｅ　収支予算書（初年度及び翌年度の２年度分）

３　事業計画書作成上の留意事項について
　事業計画書は、開設予定地域の特性や当該事業所における事業内容、職員体制等に応じて、事業所ごとに個別に作成するものですので、他の事業所に係る事業計画書をそのままコピーしたようなものの提出は受け付けておりません。
　もし、提出いただいた事業計画書が他の事業所に係る事業計画書のコピーであると判断された場合は、事前面談自体についてもお断りする場合があります。
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事業計画書

１　法人の概要
	法人名
	

	法人所在地
	

	代表者
	役職
	

	
	氏名
	

	
	住所
	



２　法人の別事業の内容・状況
貴法人の県内で既存の障害福祉サービス事業所等がある場合に記載してください。（事業所が複数ある場合は、下表を複製して入力するか、これらの事項を記載した事業所一覧表を別途作成して添付してください。）
	事業所名
	

	サービス種別
	

	事業所番号
	

	指定年月日
	

	事業所所在地
	



３　事業所の概要
※物件が決まっている場合は、事業所所在地欄を記入するとともに、平面図を提出してください。
	事業所名
	

	サービス種別
	

	事業所所在地
	（物件が決まっている場合は記入してください）

	通常の事業の
実施地域
	

	主たる対象者の障害種別
	

	受け入れる障害支援区分の程度
	（例）区分５・６の重度の方を積極的に受け入れる

	受け入れの可否
	重症心身障害児・者
	

	
	医療的ケアを要する者
	

	
	強度行動障害を有する者
	

	定員
	

	開設予定日
	



４　法人理念（障害者・児支援に対する理念や法人目的など）
	





５　関係機関との相談状況
下記の内容を確認し、対応済であればチェックをしてください。また、照会先担当について記載するとともに、照会先との相談等に係る議事録を作成し、添付してください。
（１）開設予定地域の市町村の障害福祉担当
（市町村名・部署名：○○○市○○○課、担当者：○○）
	事業所の開設に向けた説明を行い、地域の実情等について確認した。
	☐

	（就労継続支援の場合）生産活動の内容について相談し、地域の実情、製品及びサービスの需給状況、業界の動向等を把握した。
	☐


※指摘事項等がある場合は、その内容や対応状況について記載してください。
	





（２）開設予定地域の自立支援協議会
（自立支援協議会名：○○○、担当者：○○）
	事業所の開設に向けた説明を行い、地域の実情等について確認した。
	☐

	（就労継続支援の場合）生産活動の内容について相談し、地域の実情、製品及びサービスの需給状況、業界の動向等を把握した。
	☐


※指摘事項等がある場合は、その内容や対応状況について記載してください。
	





（３）その他関係機関
（相談先機関・部署名：○○○、担当者：○○）
※相談支援事業所や就労支援機関、特別支援学校等の関係機関を通じて、地域のニーズや先行する事業所の状況等を把握している場合に記載してください。
	





６　開設理由
サービス選定理由及び開設経緯について、「５　関係機関との相談状況」の内容を踏まえて記載してください。
	[bookmark: _Hlk219207580]





７　利用者数の見込み及び募集方法
「５　関係機関との相談状況」で把握した地域の実情やサービスの需給状況等を踏まえて記載してください。
	





８　営業日・営業時間
	営業日
	

	営業時間
	



９　支援内容
各対象者の障害特性・課題、それに対する支援方法などについて具体的に記載してください。
就労継続支援事業所については、生産活動の具体的な内容、支援により就労に必要な知識及び能力の向上に資するか、在宅支援を行う場合の適切性等を踏まえて具体的に記載してください。
	





10　職員の配置
　事業所で行う支援等を実現できる職員が配置されていることを確認するため、勤務形態一覧表を提出してください。なお、現時点で配置が確定していない人員については、氏名を未定とし、職名と勤務予定時間を記載してください。

11　【就労継続支援を実施する場合】生産活動目標工賃（賃金）・生産活動収支
　生産活動シートを提出してください。生産活動収支については、収支予算書の「就労支援事業活動」と合致させてください。
　また、業務委託契約書（契約締結前の場合は取引予定先との議事録等）、単価や数量の根拠となる資料等の提出を併せてお願いします。

12　収支予算書
　安定的かつ適切な事業運営ができることを確認させていただくために、収支予算書（初年度及び翌年度の２年度分）を提出してください。

13　地域及び支援機関との連携方法等
※運営上のコンサルテーション等を受けている場合も記載してください。
※就労継続支援事業所については、特に、相談支援事業所や就労支援機関、特別支援学校等との連携について記載してください。
	機関名
	連携方法・内容

	
	

	
	

	
	

	
	



14　関係法令等の確認・理解について
　事業者は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律や児童福祉法をはじめとする各種関係法令や和歌山県条例、国通知等の内容を遵守して事業所運営を行う必要があります。これらの法令等で定められている各種事項について確認し、理解している場合はチェックをしてください。
	事業所の開設にあたり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律や児童福祉法などの関係する法令や和歌山県条例、国通知等の内容を確認し、理解した。
	☐




